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医政発 0223第 18号

平成 28年 2月 23 日

一般社団法人 日本病院会会長殿

「大学病院と共同して歯科医師の臨床研修を行う臨床研修施設の特例につい

てJの一部改正について

厚生労働行政の推進につきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼

申し上げます。

標記について、今般、別添のとおりその一部を改正し、平成28年4月1日よ

り適用することとしましたので、御了知いただくとともに、会員等各位に広く

周知されることについて格段の御配意を賜りますようお願い申し上げます。



圃
医政発第0729004号の l

平成17年7月29日

（一部改正平成 19年医政発第0223006号）

（一部改正平成22年医政発0809第 11号）

（一部改正平成 28年医政発 0223第6号）

各都道府県知事殿

厚生労働省医政局長

大学病院と共同して歯科医師の臨床研修を行う臨床研修施設の特例について

「歯科医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令J （平成17年厚生労働省令第10 3号）の

施行については、 「歯科医師法第16条の2第l項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」 （平成17 

年6月28日付け医政発第0628012号。以下「施行通知」という。）により通知したところであるが、大学病院と

共同して臨床研修を行う臨床研修施設の特例については、下記のとおりとするので、貴職におかれては、御了知の

上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努められたい。

なお、各国公私立医科大学（医学部）附属病院長及び歯科大学（歯学部）附属病院長に対しては、別途「歯科医師

の臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関する依頼についてJ （平成17年7月29日付け医政発第0729004

号の2。以下「依頼通知」という。）により、当該病院において行われる臨床研修に関する情報提供をお願いして

いる。また、本通知については文部科学省高等教育局と協議済みであることを、念のため申し添える。

記

第1 用語の定義

木通知で用いる用語のうち、次に定めるもの以外については、施行通知によること。

1 「単独型相当大学病院」

大学病院のうち、単独で又は研修協力施設と共同して臨床研修を行う病院をいうものであること。

2 「管理型相当大学病院」

大学病院のうち、臨床研修施設又は他の大学病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型相当大学病院を除

く。）であって、当該臨床研修の管理を行うものをいうものであること。

3 「協力型相当大学病院」

大学病院のうち、臨床研修施設又は他の大学病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型相当大学病院を除

く。）であって、管理型相当大学病院又は研修協力施設でないものをいうものであること。

第2 大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設の指定の申請

1 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の指定の申請



( 1 ）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行うことにより管理型臨床研修施設の指定を受けようとする病

院又は診療所の開設者は、臨床研修を開始しようとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院又は診

療所に関する臨床研修施設申請書（施行通知の様式1）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。な

お、既に管理型臨床研修施設の指定を受けている病院又は診療所が、臨床研修施設群に協力型臨床研修施設、

協力型相当大学病院又は連携型臨床研修施設を加除し臨床研修施設群の構成を変更した上で、再度、同様の

臨床研修を行おうとする場合には、 ( 5）の手続に従うこと。

(2）臨床研修施設申請書（施行通知の様式1）には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。

ア 当該指定に係るすべτの研修プログラム
イ 共同して臨床研修を行うこととなる協力型相当大学病院の大学病院概況表（様式1) 

ウ 研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設の研修協力施設概況表

（施行通知の様式2)

( 3）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（様式1）を作成

し、管理型臨床研修施設の開設者に送付するようお願いしていること。

( 4）管理型臨床研修施設の指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、当該病院又は診療所に関する

臨床研修施設申請書1 （施行通知の様式1）及び添付書類と、協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設

に関する臨床研修施設申請書2及び添付書類並びに協力型相当大学病院に関する大学病院概況表を一括して、

当該病院又は診療所の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

( 5）臨床研修施設群に新たに協力型相当大学病院を追加して再度同様の臨床研修を行おうとする場合、又は既

に協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行っている臨床研修施設群であって新たに協力型臨床研修施設、

協力型相当大学病院又は連携型臨床研修施設を加除し再度同様の臨床研修を行おうとする場合には、管理型

臨床研修施設の開設者は、臨床研修を開始しようとする年度の前年度の6月30日までに、当該管理型臨床

研修施設に関する臨床研修施設申請書1 （施行通知の様式1）及び臨床研修施設群を構成することとなる施

設及び大学病院相互間の連携体制を記載した書類（様式1）と、新たに協力型臨床研修施設及び連携型臨床

研修施設として共同して臨床研修を行うこととなる病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書2 （施行通

知の様式2）及び添付書類（新たに共同して臨床研修を実施する協力型相当大学病院がある場合には大学病

院概況表を含む。）、並びに当該臨床研修施設群における指定の取消しを受けようとする協力型臨床研修施

設及び連携型臨床研修施設の取消申請書（施行通知の様式3）を取りまとめ、一括して当該管理型臨床研修

施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。なお、新たに共同して臨床研修

を行おうとする研修協力施設がある場合には、当該施設に係る研修協力施設概況表（施行通知の様式2）を

添付すること。

2 管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の指定の申請

( 1 ）管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行うことにより協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の

指定を受けようとする病院又は診療所の開設者は、臨床研修を開始しようとする年度の前年度の6月30日

までに、当該病院又は診療所に関する臨床研修施設申請書2 （施行通知の様式2）を、管理型相当大学病院

の管理者を経由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。ただし、管理型相当大学病院の管理者を

経由できない場合にあっては、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に

相談すること。なお、既に協力型臨床研修施設の指定を受けている病院又は診療所であっても、現に指定を

受けている臨床研修施設群以外の臨床研修施設群において臨床研修を行おうとする場合には、新たに協力型

臨床研修施設又は連携型臨床研修施設の指定申請を行わなければならないこと。

( 2）臨床研修施設申請書2 （施行通知の様式2）には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。



ア 当該指定に係るすべての研修プログラム

イ 共同して臨床研修を行うこととなる管理型相当大学病院の大学病院概況表（様式1)

ウ 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、協力型相当大学病院の大学病院

概況表（様式1) 

エ 研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、研修協力施設の研修協力施設概況表

（施行通知の様式2)

( 3）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（様式1）を作成

するようお願いしていること。

(4）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（様式1）を作成

し、管理型相当大学病院の管理者に送付するようお願いしていること。

( 5）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、共同して臨床研修を行うこととなる協力型臨

床研修施設及び連携型臨床研修施設の臨床研修施設申請書2及び添付書類並びに協力型相当大学病院に関す

る大学病院概況表を取りまとめ、一括して、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福

祉部医事課あてに送付するようお願いしていること。この場合において、複数の協力型臨床研修施設及び連

携型臨床研修施設の（2）アからエまでの添付書類が重複するときは、 1部を残して他を省略しでも差し支

えないこと。

第3 大学病院と共同じて臨床研修を行う臨床研修施設の指定の基準

1 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の指定の基準

協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行うことにより管理型臨床研修施設の指定を受けようとする者に

対する施行通知の5 (2）の臨床研修施設の指定の基準の適用については、当該大学病院を協力型臨床研修施

設の指定を受けようとする者と見なすこと。

2 管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の指定の基準

管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行うことにより協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の指

定を受けようとする者に対する施行通知の5 (3）及び5 (4）の臨床研修施設の指定の基準の適用について

は、当該大学病院を管理型臨床研修施設の指定を受けようとする者と見なすこと。また、この場合において、

併せて協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行おうとするときは、当該協力型相当大学病院を協力型臨床

研修施設の指定を受けようとする者と見なすこと。

第4 大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設の変更の届出

1 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の変更の届出

( 1 ）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者は、次に掲げる事項（コに掲

げる事項を除く。）に変更が生じたときは、臨床研修施設変更届出書1 （施行通知の様式1）をもって、ま

た、コに掲げる事項に変更が生じたときは、大学病院変更届出書（様式1）をもって、その日から起算して

1月以内に、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならないこと。

ア 開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

イ 管理者の氏名

ウ名称

エ診療科名

オ病床の種別ごとの病床数



カ研修管理委員会の構成員

キ プログラム責任者

ク 指導歯科医及びその担当分野

ケ研修歯科医の処遇に関する事項

コ 協力型相当大学病院に係る次に掲げる事項

（ア）開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称

（エ）診療科名

（オ）病床の種別ごとの病床数

（カ）研修歯科医の処遇に関する事項

サ研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当該研修協力施設に係る次に掲げる事項

（ア）開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称

（エ）研修歯科医の処遇に関する事項

（オ）研修歯科医の指導を行う者及びその担当分野

（カ）研修協力施設が医療機関である場合にあっては、次に掲げる事項

① 診療科名

②病床の種別ごとの病床数

( 2）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、 ( 1）コに掲げる事項に変更が生じたときは、

その旨の大学病院変更届出書（様式1）を作成し、管理型臨床研修施設の開設者に送付するようお願いして

いること。

( 3）管理型臨床研修施設の開設者は、臨床研修施設変更届出書1 （施行通知の様式1）又は大学病院変更届出

書を当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

(4）共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設から臨床研修施設変更届出書2 （施

行通知の様式2）の送付を受け、又は共同して臨床研修を行う協力型相当大学病院から大学病院変更届出書

（様式1）の送付を受けた管理型臨床研修施設の開設者は、速やかに当該臨床研修施設変更届出書2 （施行

通知の様式2）又は当該大学病院変更届出書（様式1）を当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方

厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

2 管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の変更の届出

( 1 ）管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の開設者は、

アからキまでに掲げる事項に変更が生じたときは、臨床研修施設変更届出書2 （施行通知の様式2）をもっ

て、また、クからコまでに掲げる事項に変更が生じたときは、大学病院変更届出書（様式1）をもって、そ

の日から起算して1月以内に、その旨を共同して臨床研修を行う管理型相当大学病院の管理者を経由して厚

生労働大臣に届け出なければならないこと。ただし、ク又はコに掲げる事項に変更が生じた場合において、

管理型相当大学病院の管理者が送付した大学病院変更届出書（様式1）が当該管理型相当大学病院の所在地

を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に到達したときは、また、ケに掲げる事項に変更が生じた場合にお

いて、協力型相当大学病院の管理者が送付した大学病院変更届出書（様式1）が管理型相当大学病院の管理

者を経由して当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に到達したときは、



それぞれ協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の開設者がその旨を届け出たものとみなすこと。

さらに、協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設においては、アからキまでに掲げる事項に変更が生

じると考えられる場合は、事前に管理型相当大学病院に相談すること。

ア 開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

イ 管理者の氏名

ウ名称

エ診療科名

オ病床の種別ごとの病床数

カ 指導歯科医及びその担当分野

キ研修歯科医の処遇に関する事項

ク 管理型相当大学病院に係る次に掲げる事項

（ア）開設者の氏名及び往所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称

（エ）診療科名

（オ）病床の種別ごとの病床数

（カ）研修管理委員会の構成員

（キ）プログラム責任者

（ク）研修歯科医の処遇に関する事項

ケ 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当該協力型相当大学病院に係る次に掲げ

る事項

（ア）開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称、

（エ）診療科名

（オ）病床の種別ごとの病床数

（カ）研修歯科医の処遇に関する事項

コ 研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当該研修協力施設に係る次に掲げる事項

（ア）開設者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

（イ）管理者の氏名

（ウ）名称

（エ）研修歯科医の処遇に関する事項

（オ）研修歯科医の指導を行う者及びその担当分野

（カ）研修協力施設が医療機関である場合にあっては、次に掲げる事項

①診療科名

② 病床の種別ごとの病床数

( 2）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、 ( 1 ）ク又はコに掲げる事項に変更が生じた

ときは、その旨の大学病院変更届出書（様式1）を作成し、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地

方厚生局健康福祉部医事課あてに送付するようお願いしていること。

( 3）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、 ( 1 ）ケに掲げる事項に変更が生じたときは、



その旨の大学病院変更届出書（様式1）を作成し、管理型相当大学病院の管理者に送付するようお願いして

いること。また、依頼通知により、協力型相当大学病院においては、 ( 1 ）ケに掲げる事項に変更が生じる

と考えられる場合は、事前に管理型相当大学病院に相談するようお願いしていること。

( 4）共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設から臨床研修施設変更届出書2 （施

行通知の様式2）の送付を受け、又は共同して臨床研修を行う協力型相当大学病院から大学病院変更届出蓄

の送付を受けた管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、速やかに当該臨床研修施設変更

届出書2 （施行通知の様式2）又は大学病院変更届出書（様式1）を当該管理型相当大学病院の所在地を管

轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付するようお願いしていること。

第5 大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設の研修プログラムの変更又は新設の届出

1 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の研修プログラムの変更又は新設の届出

( 1 ）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者は、研修プログラムを変更す

る場合又は新たに研修プログラムを設ける場合には、当該研修プログラムに基づく臨床研修を行おうとする

年度の前年度の4月30日までに、当該研修プログラムに関し、次に掲げる書類を添えて臨床研修施設変更

届出書1 （施行通知の様式1）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

ア 変更又は新設に係る研修プログラム（研修プログラムの変更の場合にあっては、変更前及び変更後の研修

プログラム）

イ 研修プログラムの変更の場合にあっては、変更する箇所を記載した書類（変更部分に下線を付した変更前

及び変更後の研修プログラムでも差し支えない。）

ウ 協力型相当大学病院の大学病院変更届出書（様式1)

エ研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力施設の研修協力施設概況表（施行通知

の様式2)

( 2）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院変更届出書（様式1）を

作成し、また、新たに管理型臨床研修施設と共同して臨床研修を行う協力型相当大学病院においては当該病

院の大学病院変更届出書（様式1）を作成し、管理型臨床研修施設の開設者に送付するようお願いしている

こと。

( 3）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関

する臨床研修施設変更届出書1 （施行通知の様式1）及び添付書類と、共同して臨床研修を行う協力型臨床

研修施設及び連携型臨床研修施設に関する臨床研修施設変更届出書2 （施行通知の様式2）とを一括して、

当該管理型臨床研修施設の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

2 管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の研修プログラ

ムの変更又は新設の届出

( 1）管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の開設者は、

研修プログラムを変更する場合又は新たに研修フqログラムを設ける場合には、当該研修プログラムに基づく

臨床研修を行おうとする年度の前年度の4月30日までに、当該研修プログラムに関し、次に掲げる書類を

添えて臨床研修施設変更届出書2 （施行通知の様式2）を、共同して臨床研修を行う管理型相当大学病院の

管理者を経由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。ただし、管理型相当大学病院の管理者を経

由できない場合にあっては、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に相

談すること。

ア 変更又は新設に係る研修プログラム（研修プログラムの変更の場合にあっては、変更前及び変更後の研修



プログラム）

イ 研修プログラムの変更の場合にあっては、変更する箇所を記載した書類（変更部分に下線を付した変更前

及び変更後の研修プログラムでも差し支えない。）

ウ 管理型相当大学病院及び協力型相当大学病院の大学病院変更届出書（様式1)

エ 協力型相当大学病院の構成に変化がある場合にあっては、新たに管理型臨床研修施設と共同して臨床研修

を行う協力型相当大学病院の大学病院概況表（様式1)

オ研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力施設の研修協力施設概況表（施行通知

の様式2)

( 2）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院変更届出書（様式1）を

作成し、また、新たに管理型臨床研修施設と共同して臨床研修を行う協力型相当大学病院においては当該病

院の大学病院変更届出書（様式1）を作成し、管理型相当大学病院の管理者に送付するようお願いしている

こと。

( 3）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院変更届出書（様式1）を

作成し、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の臨床研修施設変更届出書2

及び添付書類を取りまとめ、一括して、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部

医事課あてに送付するようお願いしていること。この場合において、複数の協力型臨床研修施設及び連携型

臨床研修施設の添付書類が重複するときは、 1部を残して他を省略しでも差し支えないこと。

3 現に研修歯科医を受け入れている臨床研修施設は、当該研修歯科医が研修を修了し、又は中断するまでの問、

当該研修歯科医が受ける臨床研修に係る研修プログラムの変更をしてはならないこと。

4 3にかかわらず、やむを得ない場合にあっては、研修プログラムの変更を行うことも認められること。この

場合において、臨床研修施設の開設者は、速やかに、 1又は2の届出を行わなければならないこと。また、臨

床研修施設と共同して臨床研修を行う大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、速やかに、 1又は2の

情報提供を行うようお願いしていること。

第日 大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設の年次報告

1 協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の年次報告

( 1 ）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者は、毎年4月30日までに、

当該病院又は診療所に関する年次報告書1 （施行通知の様式1）に、現に行っている臨床研修に係る研修プ

ログラム及び協力型相当大学病院に係る大学病院概況表（様式1）を添えて、これを厚生労働大臣に提出し

なければならないこと。また、研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、研修協力施設概況

表（施行通知の様式2）を添付すること。

( 2）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（様式1）を作成

し、管理型臨床研修施設の開設者に送付するようお願いしていること。

( 3）協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う管理型臨床研修施設の開設者は、当該病院又は診療所に関

する年次報告書1 （施行通知の様式1）及び添付書類と、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び

連携型臨床研修施設に関する年次報告書2 （施行通知の様式2）とを、一括して当該管理型臨床研修施設の

所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。

2 管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の年次報告

( 1 ）管理型相当大学病院と共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の年次報告の

開設者は、毎年4月30日までに、当該病院又は診療所に関する年次報告書2 （施行通知の様式2）に、現



に行っている臨床研修に係る研修プログラム並びに管理型相当大学病院及び協力型相当大学病院に係る大学

病院概況表（様式1）を添えて、管理型相当大学病院の管理者を経由して、厚生労働大臣に提出しなければ

ならないこと。ただし、管理型相当大学病院の管理者を経由できない場合にあっては、当該管理型相当大学

病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に相談すること。また、研修協力施設と共同して臨床

研修を行う場合にあっては、研修協力施設概況表（施行通知の様式2）を添付すること。

( 2）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（犠式1）を作成

するようお願いしていること。

( 3）協力型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、当該病院の大学病院概況表（様式1）を作成

し、管理型相当大学病院の管理者に送付するようお願いしていること。

( 4）管理型相当大学病院の管理者に対しては、依頼通知により、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修施設

及び連携型臨床研修施設の年次報告2 （施行通知の様式2）の年次報告書及び添付書類を取りまとめ、一括

して、当該管理型相当大学病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付するようお願い

していること。この場合において、複数の協力型臨床研修施設及び連携型臨床研修施設の年次報告の添付書

類が重複するときは、 1部を残して他を省略しでも差し支えないこと。

第7 大学病院のみで共同して臨床研修を行う大学病院からの情報提供

大学病院のみで共同して臨床研修を行う大学病院の管理者に対しでも、依頼通知により、当該病院において

行われている臨床研修に関して厚生労働省への情報提供を行うようお願いしていること。

第8 文部科学省との連携

管理型相当大学病院又は協力型相当大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修施設からの指定の申請、変

更の届出、研修プログラムの変更若しくは新設の届出若しくは年次報告又は大学病院からの情報提供がなされ

た場合には、厚生労働省医政局歯科保健課から文部科学省高等教育局医学教育課に対して、その旨の情報提供

を行うこととしていること。



様式1(1)

大学病院概況義／大学病院変更届出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病院用）

手続き年月日

※（1.有 Z無）のように選択形式の項目は、該当する番号を記入すること。複数量択可。

手続きの種別
※複数湿択可 1群構成の変更

Z 施肢の変更
3.プログラムの新設文は変更
4.年次の情報提供

手続きを行う病院の型

2（施段変更の届出）又は副プログラムの変更の届出）を選択する場
合は、変更する項目番号を毘載すること。

1単独型相当大学病院 2曹翠型相当大学病院 a協力型相当大学病院

ロザヲ~
楽協力型相当大学病院のみ飽入す
ること．
※研惇歯科医を量入れていない場
合も毘入すること．
来本プロゲラムを古品、今年度同時
に申摘している施股も名称は毘入
すること．

参加プログラム（予定）の管理型臨床研修施設
（相当大学病院〕の名称

人
一
人
一
人
一
人

の作成責任者の氏名及び連絡先 11フJガナ）
※実際に運用に携わっている歯科医師臨床研修担当者由連絡先行三ーー
を位入すること． 怪全

役職

連絡先電話番号

E-mail 

tフリ芳子1
名称

2 病院の所在地

都道府県

所在地

電話

FAX 

3 病院の開住者の氏名［法人I＜フリガナ）
氏名

n肯院のる開事設務者所田の住所所在（法地人）I』干:;; 
の主た 都道府県

所在地

電話

FAX 

5 病院の菅理者の氏名 I＜フリガナ）
氏名

~ 病歯院科の医ホ師ー（研ム修ペ歯ー科ジ医宮まl常に勤務する歯科医h師ttp:// 
うち指導歯科医数

B 常勤換算

9 常勤換算
10 

号は※ぽ医を科ラ、当そ科全骸目の名て惨施他位に療置欄つ入科のいにLを医て、記有捜そ敵入す法れ当する上以する場司外こる合標由と番に． 
標1Iま歯小う児科診歯療2科科．歯4科目腔外科
3. 矯正歯科

その他（医科）

11 歯科

歯科以外



大学病院概混褒／大学病院変更届出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病続用）

瞳長；
w画蒋夜情故調 l歯科用診療台
※『程度的酸畢飽和度測定器kーですでーで

13 

(1IJレスオキ弓ノメーター）Jと「血lデシ；1レヱツヴス線装置
圧計」は‘「生体モエターJ1＝組lパLノラマ断層撮影装置
込まれている場合も．それぞ I:;:-十τ十一コ
れの数に吉めること． 世主竺三

口腔内画像処理システム

生体モニ宇一

自動体外式除細動器（AED)

経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメ－；ー）

酸素ボンベ及び酸素マスヲ

血圧計

診療録の保存期間

彦覆葱古事存芳）！＂
右の細から選んで番号を飽λする己
と．

（フリガナ）

氏名

役職

1.文書
2電子媒体
且その他

その他の場合（具停悶
l=l 

14医

患者カらの相践に適切に
応じる体制の確保状況

その他の場合［具体的
lこ）

対応時間
単！！！！！！呈旦
患者相談窓口等に係る 11.有
規約の有無 lo.無

医標に係吾安全管理のた ｜主な内容
めの指針

僅扇i=係る要盃管理委員
会の開催状況 f落面否至否丙蓉

雇雇匡謀吾妻盃曹直面支
めの職員研修の実施状況 I落覇否至否丙蓉

医療機関内における事故 ｜医療機関内における事
報告等の医擦に係る安全｜故報告等の状況
の確保を目的とした改善の lその他の改善のための
ための方策 ｜方策の主な内容

様式1(2) 

000000 



15研

大学病院概混表／大学病院変更届出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病院用）

保存期間
藻存芳JI

臨急；

1.支書
2電子媒体
9.その他

苓石商事否T真
体的に）

16. 外来患者症例数（※前年度実績）

区分 総数

年間外来患者数

年間外来診療回数

1目平均外来患者数

※総数は「外来鯵療」と『勧問診療」の和とすること．

犠式1(3) 

000000 

申請年度の前年度中に来院した外来患者数（延ベ患者数コをもととすること。「1目平均外来患者数』とは、年間外来患者数÷年間外来診
療回数による数（少数第二位を四捨五入）とすること．

入院患者数（※前年度実績）

｜ ｜ 歯科・歯科目腔外科・小児歯科・矯正歯科

年間入院患者実数

※「年間入院患者実数』とl立、申賄年度の前々年度の繰越患者数に申請年度の前年度中における新入院患者数を加えた数とすること。



大学病院概混表／大学病院変更眉出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病院用）

17研修管理費員会の構成員の氏名等

氏名

瞳蓋

様式1(4)

000000 



様式1(5)

大学病院概況表／大学病院変更届出書

（単独型・管理型・協力型相当大学病院用）

施政番号 000000 

病院の名称

18指導歯科医等の氏名等

（フリガナ） 研修に関する役割等

番号 l 臨床経数 役職 資格等
研修プログラムの名

験年

称・プログラム番号I ~掴プ副そロプ漕のグロ歯他ラグ科ムラ医責ム佳責者任者
氏名

コウセイ事ロウ
平会0円成0受円田大園盤2学4年.：指月E導問＂歯医,1科7日医闘習 0509自由201・050999202・

酷当番号を肥入
（例） I 11 年 講師 一一一一厚生太郎 050999207 

1,3 



様式1(6) 

大学病院概混表／大学病院変更届出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病院用）

臨； 000000 

※以下からはプログラムごとに記載すること。

19研修プログラム名

20 

21 

式
－
功
一

υ川別

調

－

な

あ

m－
更

更

施

－

変

変

t
s－
（

（

 

知
側
一
一
陸
続
続
止

独
床
－

単
臨
士
新
継
継
廃

噌
目
内
4
・
ム
噌
’
の
’
』

q
Q
a崎町

一－フゲ口

方法

Illプ面ヲヲ瓦責吾著末

23 

24 

※臨床研修施般群方式により複数の臨床研修施殴｛大学病院）で本プログラムを実施する場合、臨床研修施段（大学病院）ごとの症例数
ではなく、本プログラム全体の症例数在記載すること．

25 －・E ・
26 

27 

28 

29 

古事事事裏書扇
｛彼敏選択可｝

葉友吉蓮著百膏扇

その他の場合（具体的に）

1.面接 2.筆記院験 9 その他

その他の場合（具体的に）

募集時矧

選考時矧

蓮著芳喜
（被敏選択可）

マッチング利用の有無

干

都道府県

所在地

担当部門

（フリガナ）

担当者氏名

役職

電話番号

FAX 

E-mail 

ホームページ



大学病院概混褒／大学病院変更届出書
（単独裂・管理型・協力型相当大学病院用）

施政番号：

病院の名称

日修歯科医の処遇 ｜常勤非常勤の別
研修手当

11.常勤 2非常勤
基本手当（時給換算）

賞与／年

時間外手当 1.有 O無

休日手当 1.有 O無
勤務時間 基本的な勤務時間

その他（具体的に）

研修歯科医の宿舎 Ii.有 0.無
有の場合

無の場合

研施修霞歯肉科の部医屋のための 有1.の有場合0. 無．車散を記入して〈
ださい．

在蚕保原・労働謙蔵｜公的医療保険

公的年金保院

雇東膏璽

労働者災害補償保険法の適用

国家・地方公務員災害補償法の適用

雇用保険

健康診断

その他（具体的に）

歯科医師賠償責任保｜病院こおいて加入
険の扱い 雨天茄天
外部の研修活動 ｜学会、研究会等への参加

000000 

1する 0しない

1強制 o任意
1.可 O目否

1有 O無学会、研覧会等への参加費用支給

協力型・連携型・研修l11.単独型・管理型相当大学病院と同ーの処遇とする。
協力施践における処 12.独自の処遇とする．
遇の適用 I 

31 Ji!蓬百

（記入例） 2-6地域医療

1基本習熟コース

1-1 医療面接

1-2総合診療計画

1-3予防・治療基本技術

1-4応急処置

1-5寓頻度治療

1-6医療管理・地域医療

Z 基本習得コース

2-1 救急処置

2-2医療安全・感染予防

2-3経過評価管理

2-4予防・治療技術

2-5医療管理

2-6地域医療

3その他

単独型または管理型

v 
協力型

実施施霞

連鋳型

様式1(7) 

研修協力施設

v 



32研修プ己ゲヲ瓦扇 覇

大学病院概況表／大学病院変更届出書
（単独型・管理型・協力型相当大学病院周）

臨」
000000 

実績 1患者の治療を1人の研修歯科医が担当
Z 患者の治探査複数の研修歯科医が症例ごとに担当

研修歯科医1人あたりの平均帥来惨療
症例数（※前年度実績） ｜吾両面房
目標症例散を達成した研修歯科医の割合（※前年度実績）

33 
（相当大学病院）・連
携型臨床研修施訟と
研修スケジュール ｜施股の型 施股の名称

※1臨床研修施殴群
方式由み記入すること．

業2既に畳録されてい陪亙冨
る施股、次年度から商lj
除する施般、新たに追
加する施股白金てにつ
いて名称を記入するこ
と．

※3ゲループ化を行う
場合は吾グループに盤
理番号［例：グループ
にグループAなど）を与
え、グループ由連携が
わかりやすいよう記載
すること．

※4ゲループ化研修を
行っている研修施叡
l弘研修期間を回数で
血入するニと。

語研修協克施覆面否
来既に量録されている
施飯、次年度から削除
する施眠、新たに追加
する施置の全てについ
て名称を記入すること．

亘51車床研吾施薮I
大学病院）の加除数
及びグループ構成

協力型臨床研l追加施般数
修施段 踊扇面画面
'7！レー7構成グループ

広ti~）7~
ゲJレープ

研修施厳番号
［既取得施殴
のみ記入）

削除または追
加施股のみ、
その旨を記入
すること。

研修期間（ヶ月）：
研修の順序によ
らず各施設での
研修月数を記入
すること。

様式1(B) 

グループ化を
行う場合lまゲ
Jレープの番号



新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

改正案 現行

医政発第0729004号の1 医政発第0729004号の1

平成17年7月四日 平成17年7月四日

（一部改正平成19年2月2a日 ｛部改正平成田年2月23日

平成22年8月 9日 平成22年8月 9日

平成田年2月四日｝

各都道府県知事殿 各都道府県知事殿

厚生労働省医政局長 厚生労働省医政局長

大学病院と共同して歯科医師四臨床研修を行う臨床研修施設の特例について 大学病院と共同して歯科医師の臨席研修を行う臨床研修施設の特例について

（略） （略）

第1～8 （略） 第1～8 （時）

（自r）る） 様式 （時）

（目r）る） 附則

臨時研修施設盛田構盛田窒更に園し定める翠定についてはョ宣登医直接室16全のZ筆1翠に塑産主石臨庇研修に

盟主る筆全のー盤を改Eする宣令 l平成22年厚隼堂盤1皇室筆68圭lの盤行をもって連居主るこょとしョ当按宣令
の撞立並にあっては＝臨席研修撞設群に費生があった望台には臨時研修撞設群を構盛する土ベての臨盛暗修撞設の指

定を同時に取消主ことと主る2

1 



新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

現行改正案

（大牢甫院甥，E墨／大学病院量買届出書）

（略］

｛大学病院揖況聾／大学構院置更届出書3

（略）

同盃語孟面白のみE入）
｜痘監盆
｜開霞者氏名（珪人の名称）

（略）

参加プログラム由管理型臨床研修施股（相当大学病院）由名称

参加プログラム

務惰力整相当大学病院のみ胆入すること．

来研修歯符匿を受止入れてい怠凶場合もEλ

するζと．

参加プロゲラム宣室｝由管理型臨床研棒施置

（相当大牢宿院｝由名称
議否両修曾判匿を，e入れてい＂＇＇緬舎も包 λ

時記．

一一一一醐1
主主盃隼量全盆量坐＂＂＇五五 ιA

参加プロゲラム

謙協力型棺当大学綱障のみ包λすること．

［略）

1 
2 

（略）

（略）

｛略）

時
一
豊
崎

（略）

｛略）

［略）

晴院由所在地

晴院由開設者司氏名

［法人曲名称）

病院の開藍者の住所

（逮人の主たる事務所の所在地）

病院の曹理者の民名

犠院由ホームベーヲ

歯科医師［研惇歯科医吉まず．）

の員数

歯科衛生士の員数

署置節目員数

且量豊主亘盤皇且

4
Z
s
－一6
一

3 

7
ニ
8晶
一

g
一

Z揖院の所湿地
豆病院の開段者の氏名

（法人の名称）

重病院の開股者由住所

（注入由主たる事務所由所在地）

E病院の曹理者田氏名

E病院田中｝ムページ

Z歯科医師（研棒歯科医含まず。）

由員数

E歯科衛生士由員数

E看護師由員数

立盟土l
主登
［略）

（略）

（略）

（略）

｛略）

［略）

（略］

（略｝

l重堕旦主E主

歯科設備状況

｛略）

歯科用車害車台

直盈Eエックス線装置

10・11

12 

歯科用E害調帳台

（略）10・11

12歯科世情状況



そ由他（~陸λ値酪韓置ー全

盛圭三宝＝筆i

パノラマ主主主主盛装置

オートクレー7

盤童童宣亙盤圭豊
口腔向酉樟処理システム

ム
玉三

挫
一
金
一
挫
一
童

ム
ロ

ム
回

台
ム

金

主

三記呈』kエックス線装置

パノラマH 盤整装置

オートクレープ

口腔向圏構処理システム

主盈呈主主＝

自動体林立臨掴動畢（AED)

軽度的酸素岨和度調定器

主主k主主主記ニ童三
酷棄ボンベ≫If.酷繁マスタ

血rut
整量産主主主上

宙科用岨~I韮置｛口瞳件｝

業『鋳度的酸素飽和ll剥定署｛パルスオキシ

メーター》止『血圧針。＂に『生体モ＝ター 1

に銀込書れている場合もそれぞれの散に

宣車主主主主

来申請年度由前年度中に来院した再来患者世（延べ患者数）をもととすること．

『1日平坦外来患者数止は．年間外来車者数÷年間外来齢療日敢による数｛少数第二位を四捨五入｝とすること．

13～15（略）

16外来患者症倒数（探前年度実績）

13-15（略）

16舛来患者蓮例数｛世話前年度実績〕

轟轟
分区

書E
盤豊E卦区

年間外来患者数年間外来患者数

年間外来診療回数年間外来診療回数

1日平均外来患者数1目平均舛来患者数

時盤書歯止『再来酷樺Ii-『酎閉韓事I由制止するこh

申情年度由前年度中に来焼した再来患者数（延べ患者数）をもととオること．

『1日平均外来患者数』とは、年間外来患者数÷尋問外来惨療回数による数（少数第二位を四捨五入）とすること．

入院愚者数（業前年度実績） I λ院患者数｛諜前年度実繍）

｜ ｜ 歯科歯科口腔外科小児歯科矯正歯科 ｜ ｜｜ ｜ 歯科・歯科口腔外科州制矯正歯科 ｜ 

｜年間入院患者実数回喧瞳唖輔画面園園田盟国盟理盟｜ ｜｜輔入院時醐圃圃圃園田園田園画面圃蝿｜

来『年間入院患者実数Jとは、申請年度目前々年度目繰越塵者数に申請年度の前年度中における新入院患者数を加えた数｜謀『年間入院患者実融』とは、申楕年度由前々年庄の繰越患者数に申請年度由前年中における新入院車者数を畑えた数

とすること。 ｜ とすること。

入院世情がない場合は『なし』と担入すること． ｜ 入院霞惜が草川場合は『なし」と記入する＝と．

17（略｝17（略）



18指導歯科医等由氏名等

番

号

（フリガナ）

氏名

臨床経

験年数
役職 資格等

田研修に闘する役
研棒プログラム l

l割等
町名称・ブログラ E

ム番号
｛時）

寵躍轟轟｜轟年曜調関覇瞳麟羅輔醸鑓暴露

18指導歯科医等の氏名等

番

号

｛フリガナ）

氏名

臨床経

験年数
役職

宣畳屋箪重量工量

量生ll 研修プログラム

責格等

圃圃圃瞳謹輔

研曹に関する役

割等

｛略｝

業『置格等』欄には、畳講した指導歯科医書官会由名称や、取得している限定医・専門医責格等について記入すること．『臨 I＊「茸格等』欄には、畳講した指導歯科医講習会田名称や、取得している認定匡・専門医責格等について記入すること。「臨
床経験年数J欄には、研棒歯科医白期間も吉めた臨床経験年教を年単位で記入することれ年未満の端数Iま切り捨て）． ｜ 床経験年数』欄には、研棒歯科医田期間も吉めた臨床経験年散を年単位で記入すること（1年未満田端数l孟切り捨て｝。

『プログラム番号J欄には、指導歯科医等が担当する全ての研陪プロゲラム由名称又はプログラム番号を記入すること（ブ｜ rプロゲラム番号』榔にl主、指導歯科医等が担当する全ての研催プログラム由名称又lまプロゲラム番号を記入すること（プ
ログラム番号を取得している唱告には、番号在記入すること.) .欄が足りない場合には、欄を増やして対応すること． I ロゲラム番号を取得している場合には、番号を記入すること．λ欄が足りない唱古には、欄を増やして対応するζι

19～23（路） I 19～23（略）

24臨床研棒由目標 盤重

重盤整

ごと由症個量ではな〈、本プロゲラム圭悼の症例重生存E量する＝ι

25～29（略）

30研修歯科医由処遇 ｜（略｝ （略）

協力型・連機型・研修 11.星盤霊こ管理型相当大学構院と同一
協力施置における処 ｜由処遇とする．

遇の適用 Z独自由処遇とする．

31(略）

[ 24臨床輔の目標盤

25-29（略）

30研修歯科医田処遇

31 （略）

！ 宗主：i＇~1ii.liH予~i'IIT@I

（略） ｛略］

協力型・連携型・研修 I1.曹理型相当大学病院と問 由処遇

協力施股における処！とする．

遇田適用 2独自の処置とする．
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